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1.はじめに 

今日，都市環境改善の要望が増加し，高齢化が進ん

でいるため，それらに対応した都市構造への改善が必

要である．また少子化を防ぐために，子育てのしやす

い都市構造の創出が必要とされている．一方都市部で

の水害・地震の被害が相次いでいるが，その対策が進

まないのが現状である． 

海外ではこのような都市問題に対して，人工地盤を

用いて一体的に解決している．しかし日本では，人工

地盤を用いて都市開発を行った地区が多数あるが，広

すぎて有効活用されていないものや，周辺地区とのつ

ながりが悪い計画，縦割り社会の影響で施設同士が複

合化せずに使いづらい施設が存在しており，多々問題

が発生している．  

そのため，人工地盤のあり方をもう一度見直し，時

代にあったあり方を検討すべきであるとの問題意識の

下に，研究の目的を以下にあげる． 
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国内，海外の事例の現状を調査し，各事例の問題点，

利点を整理する．海外と日本の事例を比較し，日本の

問題点を明確にし，人工地盤建設に阻害となっている

法制度に言及する． 

 

２．日本における人工地盤の事例調査 

日本での人工地盤の事例を 8 事例調査する．その調

査項目は，事例を選んだ目的，計画の背景，人工地盤

の用途，人工地盤の所有関係などである．ここでは上

野駅東西自由通路と埼玉県卸売団地について例示する． 

上野駅東西自由通路は，線路を跨ぐ形で人工地盤を

建設したものである．広いスペースがありながらその

空間が利用されてなく，人通りも非常に少なくなって

いる．一方，人工地盤の下部には大勢の人が通行して

いる．この理由としては周りの建築物や街区と繋がっ

ていないことが挙げられる．また人工地盤上は道路法

及び区とＪＲの管理協定で縛られているため，建築物 

 

の建設や商業行為は禁止されている．この結果，空間 

の広がりに対して十分その効果を反映していない．現

在の所有関係は土地がＪＲであり，人工地盤は区とＪ

Ｒの共同所有である． 

埼玉県南卸売団地は，調節池上に人工地盤を建設し，

その上に建築物を建設し企業に分譲している．バブル

期における土地取得の困難を解消する新たな開発手法

として期待された．人工地盤は法律上，土地では無く

建築物の扱いとなるため，建物のみでは担保にならず

金融機関から融資を受けられないことが問題点として

指摘できる．そのため人工地盤上の建築物を建設でき

ない企業があった．人工地盤下の土地には地上権が設

定してあるが調節池は公共性が強いため私権の設定が

制限されている．現在の所有関係は，人工地盤とその

上部の建築物は民間，土地は公共の所有となっている． 

 

 

 

図１ 上野駅東西自由通路断面図 

 

 

 

図２ 埼玉県南卸売団地断面図 

 

３．海外における人工地盤の事例 

海外の人工地盤の事例を 14 事例調査する．その調査

項目としては，日本における事例と同じである．ここ

ではパリのラ・デファンス地区について紹介する． 

本事例は，世界最大級の人工地盤であり，交通施設

を 5 層の人工地盤で分離している．また緊急車両など

の専用道路，通信ネットワークやライフライン専用の

空間も人工地盤によって設けている．それにより，各

交通機関との乗換の円滑化を可能にしている．人工地

盤上部には大規模の複数の建物と広大な歩行者空間・
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広場が設けられている．本事例の最大の特徴は，所有

権の問題を，新しい法律を成立させることで解決した

ことである．その法律とは，「人工地盤上の不動産権は，

地表の所有権とは独立したものである．」というもので

ある．これにより，土地の所有者である開発公社はビ

ルの開発権を売ることや，建設したビルの権利を売却

できるようになっている．この法律により，公共側と

民間側が複合化をすることが可能となっている． 

この計画では採算性が一つの大きな問題となってい

た．しかし国が利子の一部を負担，債務保証を行うこ

とで事業リスクの軽減を図っている．現在開発公社は

債務返済が完了し，黒字である．計上される利益は地

区の利便性を向上させるために使用している． 

 

 

 

 

図３ デファンス地区断面図 

 

４.事例の分析と問題 

 現在日本で建設されている人工地盤は，人工地盤を

駅前広場の混雑する道路交通を処理する施設として建

設されているものが多い．そのため人工地盤が建設さ

れる範囲としては，駅前広場の上部のみに限られてお

り，そこから広がる人工地盤はほとんど無く，街のつ

ながりが無くなっている．また計画地区には様々な阻

害要因があり，人工地盤を有効的に用いれば一体的に

解決できるにもかかわらず，縦割り行政や法制度など

の弊害でその中の一部の問題のみにしか対応できない

形態を取っているものが多い． 

それに対し，海外で現在建設されている人工地盤は，

人工地盤をインフラの一部と捉えており，通常の土地

のように考え，様々な形態で利用し，複合化をしてい

る．またその地区で問題となっている様々な事柄を人

工地盤を用いて一体的に解決している． 

海外でも人工地盤が出現した当初は，制約などによ

りあまり複合化していないが，時代と共に高度に複合

化をしてきている．それに対し，日本における複合化

は時代と共に後退してきている部分がある．初期は高

度に複合化をしようと試みていたが，法による規制が

厳しく，行政側も柔軟な対応をあまりしないために，

実現できる形態は限られ，複合化を断念している．   

現在日本で複合化が難しい理由は大きく 2 つある．

道路上の建築制限，そして人工地盤の所有が建物と分

離できないということである．そのため道路との複合

化は難しく，人工地盤を通常の土地と同じように利用

できなくなっている．  

その中で，最近規制の緩和により，立体道路制度と

河川立体区域制度の 2 つが成立した．2 つの制度は道路

施設と河川施設の区域を従来は上下空間まで定めてい

たのを立体的に限定し，それ以外の空間を自由に利用

することを可能とした．この制度により，今までより

は複合化した人工地盤の建設が可能となる．この制度

の問題点は，道路に関しては自動車専用道路のみしか

適用できないことである．また 2 つの制度とも河川・

道路建設者の立場からの緩和である．その点から現状

では複合化が促進されるほどの緩和とはなっていない．  

 

５.おわりに 

本研究では，人工地盤の日本と海外における現状と

問題を示した．人工地盤は様々な問題を解決する可能

性を秘めている．日本において駅前などの交通が混雑

している場所や水害や地震に悩まされている地区に人

工地盤を用いた開発が導入されればその効果は非常に

大きい．しかし現状では，海外と日本を比較して，日

本がいかに遅れているか，法制度などに柔軟性がない

かを見出した． 

海外で見られるような高度に複合化した人工地盤を

スムーズに実現させるためには，法的な問題，費用の

問題など解決しなくてはならないことが残されている． 

日本では道路などのインフラ施設と建築物との複合化

については緩和されてきているものの，法的に大きな

問題がある．また公共と民間の複合に関しても消極的

であり，実現はなかなか難しい． 

このように，今後人工地盤を用いた開発をスムーズ

にするために，現状で可能な形態や法制度で緩和すべ

き点，さらなる人工地盤の有効性を明示していくこと

が必要であると考える． 
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